
第７期第 10 回・第 11 回 地域包括ケア推進協議会後に寄せられた 

委員からの質問および区の考え方 

 

 

【第７期第 10 回推進協議会（令和８年７月３日開催）後の質問】 

 
質 問 区の考え方 

１ 

１．資料１ スライド番号２ 

課題と取り組み案の課題「自力で避

難することができない高齢者」「頼れ

る身寄りがいない高齢者」「孤独・孤

立高齢者」の３つの課題が意味すると

ころは、結局は高齢者のみ世帯（夫婦

のみまたは一人世帯）の抱える課題で

ある。施策が違い、施策を分けるため

にあえて分類しているのかもしれませ

んが、かえって施策ごとの縦割りとな

り、支援者も支援を受ける高齢者も同

じなので、分類・分離しない方がよい

のではないでしょうか？ 重層的支援

の必要性の観点からも、分けない方が

よいのでは？ 

本計画では、各課題に対する取組を、可

能な限りわかりやすく記載しています。現

場の支援が縦割りにならぬよう、関係機関

が連携して、一人ひとりの課題に応じた重

層的な支援に努めてまいります。 

２ 

２．資料１ スライド番号３ 

現状と課題の「○国の社会保障審議

会等では地域包括支援センターを頼れ

る身寄りがいない高齢者等に対する相

談窓口と位置付けることを検討してい

る。」について 

・これまで高齢者等に対する相談窓口

と位置付けられてはいなかったのでし

ょうか？ 

・現在の窓口は？（総合福祉事務所？ 

社会福祉協議会？ 明確な相談窓口な

し？） 

・正式な相談窓口と位置付けられる

と、具体的に何が変わるのでしょう

か？ 

・さらなる業務負担増の可能性は？ 

国の支援は？ 

ＤＸ推進は必要だが、業務支援・事務

地域包括支援センターは、これまでも高

齢者の総合相談窓口としての機能を担って

おり、「頼れる身寄りがいない高齢者」への

支援を行っています。 

ひとり一人の状況に応じ、総合福祉事務

所や社会福祉協議会等との連携しながら支

援しており、これからも引き続き行ってま

いります。 

 昨今、国において高齢者をめぐる様々な

状況や課題を検討する中で「頼れる身寄り

がいない高齢者」が議論され、社会福祉法

を改正し、頼れる身寄りがいない高齢者や

障害者の日常生活支援、入院等の手続き、

死後事務支援を新たな施策に位置づけまし

た。そこで、国は改めて、相談の入り口を

地域包括支援センターと明確にしてはどう

かと示していますが、現在までに国からの

詳細は示されていません。 



負担軽減により高齢者対応時間増や内

容充実のためであって、業務効率化に

よる要員削減といった方向に進まない

ようにすべき。 

 DX の推進については、ご指摘のとおり

業務の効率化、ひいては区民サービスの向

上を目的とするものであるため、必要な人

員と引き換えるものではないと考えていま

す。 

３ 

３．資料１ スライド番号４ 

地域包括支援センターの機能として、

複合的な課題を抱える高齢者への対応

が重要であるなら「介護と医療の窓

口」ではなく「介護・医療と生活相談

の窓口」「高齢者の介護・医療・生活

相談センター」「高齢者お悩み相談窓

口」といった別称に(  )内は変更の

検討が必要では？ 

頂戴した意見を今後の参考とさせていた

だきます。 

４ 

４．資料１ スライド番号６ 

生活サポートセンターについて、全

く知らなかったが、最初の高齢者支援

課長の説明と●●委員の質問のなか

で、ある程度理解しましたが、どのよ

うな部署か知らなかったため、協議会

の前に実際に区役所３階に行ってみま

した。 

・練馬総合福祉事務所と同フロアにあ

りましたが、役割分担は？業務の違い

は？ 

・業務時間外でしたので、人はいませ

んでしたが、要員数・体制は？ 

・あまり宣伝していないように思いま

すが、区民への浸透は？広報活動は？ 

生活サポートセンターは、生活や仕事、

住まいや家計のやりくりなど様々な理由で

経済的な不安や困りごとを抱える方の相談

を受け付け、相談者に寄り添いながら自立

に向けた支援を行っています。 

 一方、総合福祉事務所は、生活保護をは

じめ、ひとり親家庭、高齢者、障害者の方

などの生活上の問題に関する相談を受け付

ける福祉の総合相談窓口です。 

 相談者が複数の課題を抱えている場合に

は、生活サポートセンターと総合福祉事務

所が連携しながら支援を行っており、それ

ぞれの役割に応じて適切な支援につなげて

います。 

 令和８年度は、相談支援員 14 名、事務職

員３名の計 17 名体制で相談支援を行ってい

ます。相談支援員が生活、仕事、住まい、

家計などに関する相談を受け付けるほか、

相談内容に応じて、住まい確保や就労に向

けた支援などの専門的な支援を実施し、相

談者の状況に応じた支援を行っています。 

広報については、区ホームページ、区

報、チラシの配布等により行っています。

また、総合福祉事務所、地域包括支援セン

ター、保健相談所等と連携し、支援が必要

な方を生活サポートセンターにつないでい



ます。あわせて、研修などを行い、関係機

関との連携を強化し、支援が必要な方を早

期に把握し、適切な相談支援につなげられ

るよう取り組んでいます。 

５ 

５．資料１ スライド番号 13 

生活サポートセンターにおける連携

状況の表について 

・生活サポートセンターが個別に連携

した関係機関の合計人数は、2,001 人

ですが、分母は何人でしょうか？どの

くらいの割合を連携しているのでしょ

うか？ 

・連携とは？ 対応依頼（たらい廻し

か、両者で対応しているのか？）の内

容は？ 

・地域包括支援センターに連携した具

体的依頼内容とその依頼数は？ 

生活サポートセンターでは令和６年度に

延べ 27,802 件の相談を受けており、相談対

応の中では関係機関の紹介や制度案内等も

日常的に行っています。なお、相談の中に

は関係機関との個別連携を要しない相談

や、情報提供のみで終了する相談も含まれ

ているため、連携している割合を一律に算

出することはできません。また、資料に記

載した 2,001 人は、生活サポートセンター

が、関係機関と個別に情報共有や役割分担

を行いながら、連携して支援した人数で

す。 

生活サポートセンターにおける「連携」

とは、相談者の課題解決に向け、関係機関

と情報共有や役割分担を行いながら支援を

行うことです。具体的には、相談内容に応

じて総合福祉事務所、地域包括支援センタ

ー、医療機関、ハローワーク、居住支援法

人などの関係機関の強みや専門性を活か

し、連携して支援を行っています。 

 なお、単に他機関を案内し、終了するも

のではなく、必要に応じて生活サポートセ

ンターが継続して関わりながら、支援を行

っています。 

地域包括支援センターとは、相談者が高

齢者本人、または、ご家庭が高齢者に関す

る課題を抱えている場合に、連携を図って

います。 

主な内容としては、 

・高齢者本人や家族に関する相談 

・介護サービスの利用に関する相談 

・認知症などに関する相談 

・高齢者世帯の見守りや支援体制の調整 

などがあります。 

資料に記載した人数は、生活サポートセン

ターが地域包括支援センターと個別に連携



した人数を集計したものです。個々の連携

内容は、相談者の状況により異なります。 

６ 

６．参考資料１ スライド番号２ 

「● 高齢者の外出状況について

は・・・・、55 歳～64 歳の 68.4％を

上回っており・・・」との記載がある

が、質問を確認したところ、外出の定

義が明確ではないような気がしまし

た。仕事を外出に含むかどうかで、55

歳～64 歳の外出の％が大きく変わる気

がしますが、どのように考えればよい

でしょうか？ 

「・・・就労や地域活動など、様々

な形で外出していることが分かる。」

と結論付けていますが、このデータで

そのように記載したことには違和感が

あります。その理由を教えてくださ

い。 

「● 一方で、他者との孤立感につ

いて、感じることがあると回答した高

齢者は 36.1％であり・・・」の 36.1％

はどの項目・データから引用している

のでしょうか？ 

「・・・外出への積極性が低下するほ

ど孤立感が高まる傾向がみられる」と

したのは、どの基礎調査データを基に

したのか教えてください。 

ご指摘のとおり、本調査では外出の詳細

な定義を設けていないため、55～64 歳の結

果には就労による外出の影響が含まれてい

る可能性があります。本調査は就労や地域

活動を含めた社会参加の状況把握を目的と

していることから、その前提で結果を整理

しております。 

 R７基礎調査 P.36 の、”人との付き合いが

ないと感じる頻度”を引用しています。 

R７基礎調査 P.38 の、”他の人から孤立し

ていると感じる頻度”について、外出に対す

る積極性別に集計し、引用しています。 

 

【第７期第 11 回推進協議会（令和８年７月 24 日開催）後の質問】 

 
質 問 区の考え方 

７ 

１．資料１ スライド番号８ 

・施設虐待は、地域包括ケアの担当外

とのことでしたが、重要な問題なの

で、参考として報告いただくか、 

どこでデータが提示されているのか教

えて欲しい。 

・相談。通報件数だけでなく、その後

の対応件数（抱えている件数・完了件

数・通報から完了までの期間（平均・

施設虐待については、令和７年度の速報

値は通報 27 件、虐待件数 17 件でした。 

虐待のあった施設すべてに、虐待状況が

改善されるよう適切に指導を行っていす。

それぞれ状況が異なるので、終結までの期

間などは集計していません。 



最短・最長）等も教えて欲しい。 

 

８ 

２．資料４－１ スライド番号１・36 

ＡＣＰ（人生会議）…ＡＣＰは全く

浸透していないように思います。ネー

ミングの問題もあるのでは。区の認識

を教えてください、ＡＣＰ周知セット

は見たことがありません。延べ 95,000

部発行と記載されていますが、どこで

どのように配布しているのでしょう

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国や都を始め、日本医師会等はアドバン

ス・ケア・プランニングの略称である「Ａ

ＣＰ」を用いて普及を行っています。その

ため、区でもＡＣＰというネーミングで周

知を図っています。周知に際しては、単語

のみ用いるのではなく、ＡＣＰ（アドバン

ス・ケア・プランニング）とは、「もしもの

ときのために、医療や介護について、前も

って考え、家族等や医療・ケアチームと繰

り返し話し合い、共有する取り組み」と補

足して説明し、理解が進むよう取り組んで

います。今後も、区民の皆様からのご意見

も踏まえ、浸透するよう取り組んでまいり

ます。 

 区が実施する在宅療養講演会では、配布

による周知だけではなく、ＡＣＰの説明と

「“もしも・・・”を考えるきっかけシー

ト」の案内を行い、ＡＣＰを考えるきっか

けづくりに取り組んでいます。さらに、介

護や医療等の専門職を対象にＡＣＰ勉強会

を行い、支援者の理解を広げる活動を行っ

ています。 

 これらの活動を通じて、本人・家族・支

援者がＡＣＰを理解し、実践につながるよ

う、 ＡＣＰの普及啓発に努めていきます。 

 ＡＣＰ周知セットは、在宅療養ハンドブ

ック「わが家で生きる」とともに、地域包

括支援センター、はつらつセンター、区民

事務所、図書館等の区立施設で配布してい

ます。区内病院や診療所、訪問看護ステー

ション、居宅介護支援事業所等にも配布を

依頼し、入退院や在宅療養についての相談

の際に活用してもらうようにしています。  

また、ＡＣＰ周知セット（単独）は、区

内消防署でも配布しています。 

その他、区が実施する在宅療養講演会で

は、配布するだけではなくＡＣＰの説明と

簡単な記入方法の案内も行っています。 



 

 

 

９ 

３．資料４－１ スライド番号２ ② 

地域密着型サービスの利用促進につ

いて、「すぐわかる 介護保険」「地域

密着型サービスってなんだろう！？」

を読んでも、最初の入り口段階で大き

く分かれることが理解できないし、分

かりにくい。ケアマネージャが別にな

ることも全く説明されていない。ここ

が問題なのではないかと思います。 

たまたま偶然どちらの事業所に相談

したかで別れるのではないかと思う、

地域包括支援センターでは、どのよう

に切り分けて、紹介しているのでしょ

うか。 

地域包括支援センターにおける相談時に

は、基本的に「すぐわかる介護保険」や   

「地域密着型サービスってなんだろう!？」

などを用いて、小規模多機能型サービス等

も含めた説明を行います。 

ひとり一人の状況によって、地域密着型

サービスを利用する方が良いと判断した場

合には地域包括支援センターから提案する

場合があります。 

10 

４．資料５－２ スライド番号１・２ 

「夜間対応型訪問介護」を廃止して

問題はないのでしょうか。定期巡回・

随時対応型訪問介護で一体的に実施す

ることのメリットの記載はあります

が、デメリットの記載がありません。

デメリットはないのでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の夜間対応型訪問介護の廃止につい

ては、国の社会保障審議会介護給付費分科

会等における様々な議論を踏まえたうえ

で、法改正されたものです。 

 社会保障審議会介護給付費分科会にて議

論されたメリットや検討課題については、

厚生労働省のホームページにおいて資料お

よび議事録が公表されておりますので 

ご確認ください。 

 

【令和５年 10 月 23 日 第 228 回社会保障

審議会介護給付費分科会】 

・資料 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_35768.html 

・議事録 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37779.html 

 

【令和８年８月５日 第 262 回社会保障審

議会介護給付費分科会】 

・資料 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_75011.html 

 

※上記の分科会に主な資料が掲載されてお



 

 

 

 

りますが、これまでも同分科会では、夜間

対応型訪問介護の議論がされております。 

11 

５．参考資料２ スライド番号１ 

特養の申込者数が減り入所までの期

間が大幅に改善していることは評価す

べきと思いますが、申込者数は実際の

人数ではないように記憶しています。    

各特養に個別に申し込む仕組みは変わ

っていないのでしょうか。申込手続き

の制度・システムを改善し一本化する

必要はないのでしょうか。 

入所申込者は、複数の施設にお申し込み

されている方を名寄せした数値です。概ね

実数値と考えています。 

入所希望の方は、個別に各特養へ申し込

みを行います。 

区は入所指針を設け、入所における透明

性・公平性を一定程度確保していますが、

受入条件や特色が異なることから、現状一

本化は考えておりません。 

12 

６．参考資料２ スライド番号３ 左

の一番下の〇 

「利用したいときに利用できる環境

が概ね整備されていると考えられる」

の現状認識は違うのではないでしょう

か。 

利用者側の感覚とはかけ離れている

ように思います。 

休日や大型連休等、利用希望が集中する

ときは、利用しづらい状況が生じることが

ありますが、基礎調査の結果から、利用し

たいときに利用できる環境は概ね整備され

ているものと考えています。 

なお、基礎調査では、ショートステイを

運営する事業者の６割以上が、ショートス

テイの施設が多い（「多すぎる」と「やや多

い」の合計）と回答しています。 

13 

この追加質問とその回答も、正式な

協議内容として会議録に掲載されるこ

とを改めて要望します。  

以上、よろしくお願いします。 

会議録は当該会議の時間内における委員

および説明者の発言を記録するものですの

で、会議後のお問い合わせ内容については

会議録への掲載は難しいと考えておりま

す。ご理解の程、よろしくお願いいたしま

す。 

 


